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1 企画課
地域公共交通事業物価高騰対応支援
金給付事業 11,500 0 11,000 0 0 500

市民生活に必要な路線バスを運行する地域公共交通事業者に対し、年間運行距離に対する燃料価格高騰影響額相当分の支援金を給付することにより、事
業継続につながった。

【実績】
　給付件数　２事業者
　地域公共交通物価高騰対応支援金11,500千円

2 企画課
旅客自動車運送事業物価高騰対応支
援金給付事業 2,630 0 2,000 0 0 630

燃料価格等の物価高騰の影響を受けているタクシー及び貸切バスを運行する旅客自動車運送事業者に対し支援金を給付することにより、事業継続につな
がった。

【実績】
　給付件数　６事業者
　旅客自動車運送事業物価高騰対応支援金2,630千円
　（内訳）タクシー（1台あたり20千円）20千円×94台、貸切バス（1台あたり30千円）30千円×25台

3 福祉課
介護福祉課

介護・障がい福祉サービス事業者等
物価高騰支援事業 24,345 0 24,000 0 0 345

物価高騰などの影響を受けながらも、介護サービス、障がい福祉サービス等の安定的な供給を継続されている事業者に対し、支援金を給付することによ
り、事業者の事業継続につながった。

【実績】
　給付件数　51事業者
　介護・障がい福祉サービス事業者等物価高騰支援金24,300千円、事務費45千円（需用費33千円、役務費12千円）
　（内訳）
　　訪問系事業所・居宅介護支援事業所・相談支援（１事業所あたり50千円）50千円×30件
　　通所系事業所（定員１人あたり５千円）5千円×636人
　　入所・入居系事業所（定員１人あたり15千円）15千円×1,308人

4 産業振興課
トラック等運送業事業継続支援金給
付事業 9,130 0 9,000 0 0 130

燃料価格の高止まりや物価高騰の影響を受けているトラック等運送事業者に対し支援金を給付することにより、事業者の事業継続につながった。

【実績】
　給付件数　33事業者
　トラック等運送業事業継続支援金9,130千円
　（内訳）
　　普通車※車両総重量２ｔ超（１台あたり30千円）30千円×269台
　　小型車※車両総重量２ｔ以下（１台あたり20千円）20千円×53台

5 農政課
農業水利施設電気料高騰緊急対策事
業 1,909 0 1,000 0 0 909

電気料金の高騰により、空知土地改良区が管理する農業水利施設の維持費が増大していることから、電気料金高騰分の一部を補助することにより、農業
における物価高騰対策への支援をすることができた。

【実績】　農業水利施設電気料高騰緊急対策補助金1,909千円（電気料金高騰分の30％）

6 農政課 農業燃油等高騰緊急対策事業 44,495 0 40,000 0 0 4,495

農業生産資材価格が高止まりするなか、特に燃油価格の高騰が著しく、農業経営に大きな影響を及ぼしていることから、市内の経営体に対し経営面積等
に応じた支援金を給付することにより、農業者の農業生産資材価格高騰の影響を抑えることができた。

【実績】
　給付件数　207経営体
　農業燃油等高騰緊急対策補助金44,295千円、農協事務費200千円
　（内訳）
　　土地利用型作物支援金（経営面積１haあたり10千円）203経営体　43,500千円
　　施設園芸作物支援金（生産に要する施設（ハウス）１棟あたり15千円）４経営体　795千円

7 観光課 宿泊施設電気料高騰緊急対策事業 3,825 0 3,000 0 0 825

滞在型観光の受け皿となる市内宿泊事業者に対し、電気料金高騰分の一部を支援することにより、電気料金高騰の影響を抑えることができた。

【実績】
　給付件数　６事業者
　宿泊施設電気料高騰緊急対策事業支援金3,825千円
　（内訳）客室1室あたり15千円×255室
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8 産業振興課 生活応援クーポン券発行事業 217,751 144,167 8,562 0 0 65,022

コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響を緩和するため、「市民への生活支援」と「市内事業者への支援」を目的として、市内の登録店舗で使用
可能な生活応援クーポン券を発行し、市内全世帯に配付したことにより、経済活動の活性化を図るとともに、市民生活支援と、事業者支援を同時に行う
ことができた。

・配付対象者　令和５年６月１日時点で滝川市に住民登録のある世帯主

【実績】
　配付冊数　20,593冊（411,860枚）　※１冊につき500円券×20枚
　利用枚数　399,260枚
　滝川市生活応援クーポン券発行事業補助金207,262千円、事務費10,489千円（需用費135千円、役務費31千円、委託料10,323千円）
※特財…新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金144,167千円を充当

9 福祉課
非課税世帯電力等価格高騰支援金給
付事業 421,404 0 0 421,404 0 0

物価高が続く中、住民税非課税世帯へ１世帯あたり７万円を支給したことにより、物価高騰による影響の大きい低所得の方々の生活維持につながった。

・支給対象者　令和5年12月1日時点で滝川市に住民登録のある住民税非課税世帯の世帯主

【実績】
　支給世帯数　5,958世帯
　非課税世帯電力等価格高騰支援金417,060千円（5,958世帯×70千円）、事務費4,344千円（職員手当等27千円、需用費590千円、役務費808千円、委託料
2,640千円、使用料及び賃借料279千円）

10 産業振興課
【繰越】
飲食店応援プレミアムチケット発行
事業

12,228 0 3,000 9,228

エネルギー、食料品価格の物価高騰の影響を踏まえ、市内における消費の回復及び拡大を図り、市内飲食業者を支援することを目的として、市内の登録
店舗で使用可能なプレミアム率20％の飲食店応援プレミアムチケットを発行したことにより、物価高による影響がある市民生活の支援と、地域経済の活
性化につながった。

実施主体　滝川商工会議所・江部乙商工会・滝川市で組織する実行委員会（事務局：滝川商工会議所）

【実績】
　発行総額　60,000千円（うちプレミアム分10,000千円）、発行冊数　5,000冊
　飲食店応援プレミアムチケット発行事業補助金12,228千円
　（令和５年度執行額2,710千円、令和６年度執行額9,518千円）

11 福祉課
【繰越】
住民税均等割のみ課税世帯電力等価
格高騰臨時支援金

101,425 0 0 0 101,425 0

物価高が続く中、住民税均等割のみ課税世帯へ１世帯あたり10万円を支給したことにより、物価高騰による影響の大きい低所得の方々の生活維持につな
がった。

・支給対象者　令和5年12月1日時点で滝川市に住民登録のある住民税均等割のみ課税世帯の世帯主

【実績】
　支給世帯数　1,000世帯
　住民税均等割のみ課税世帯電力等価格高騰臨時支援金100,000千円、事務費1,425千円（需用費111千円、役務費132千円、委託料1,122千円、使用料及び
賃借料60千円）
　（令和５年度執行額100,924千円、令和６年度執行額501千円）

12 子育て応援課
【繰越】
住民税非課税世帯等臨時支援金（こ
ども加算）

25,495 0 0 0 25,495 0

物価高が続く中、低所得世帯に属する子どもに対し１人当たり５万円を支給したことにより、物価高騰による影響が大きい低所得子育て世帯の生活維持
につながった。

・支給対象者　非課税世帯電力等価格高騰支援金又は住民税均等割のみ課税世帯電力等価格高騰臨時支援金を受給した世帯主のうち、令和5年12月1日時
点において平成17年4月2日以降に生まれた児童を監護しているもの又は令和5年12月1日以降に出生した児童を監護しているもの

【実績】
　支給対象児童数　498人
　住民税非課税世帯等臨時支援金（こども加算）24,900千円、事務費595千円（役務費57千円、委託料528千円、使用料及び賃借料10千円）
　（令和５年度執行額25,184千円、令和６年度執行額311千円）

876,137 144,167 101,562 421,404 126,920 82,084合計


